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平成29年7月24日 

各 位 

上場会社名 昭 和 電 工 株 式 会 社 

コード番号 ４００４ 東証第１部 

代表者 取締役社長    森川宏平 

問合せ先 財務・経理部 IR室長 加藤信裕 

 TEL (03) 5470 – 3323 

 

連結業績予想の修正および持分法適用会社に関する損失 

（営業外費用、特別損失）の計上に関するお知らせ 

 
当社は、最近の景気動向を踏まえ平成 29 年 4 月 25 日に公表した平成 29 年 12 月期第２四半期累

計期間および平成 29 年 12 月期通期連結業績予想を修正いたします。また、本日開催の取締役会に

おいて、平成 29 年 12 月期第２四半期にて、インドネシアの持分法適用会社であるインドネシア・

ケミカル・アルミナ社（以下、ICA）の事業に関連する損失（営業外費用、特別損失）を計上する

ことを決定しましたので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

１．平成 29 年 12 月期第２四半期累計期間連結業績予想の修正 
（１）平成 29 年 12 月期第２四半期累計期間連結業績予想    

(平成 29 年 1月 1日～平成 29 年 6月 30 日) 

  

売上高 

 

営業利益 

 

経常利益 

親会社株主に

帰属する 

四半期純利益 

1 株当たり 

四半期純利益 

前回発表予想(A) 

(平成 29 年 4 月 25 日発表) 

百万円 

373,000 

   百万円 

29,000 

   百万円 

24,500 

百万円 

  16,000 

     円  銭 

112.27 

今回修正予想(B) 376,000 34,000 21,000 8,500 59.64 

増減額(B)－(A)       3,000 5,000 △3,500 △7,500  

増減率(%)        0.8%         17.2% △14.3% △46.9%  

（ご参考）前期第 2 四半期実績 

(平成28年12月期第2四半期) 
318,664 11,564      7,743   2,331 16.33 

平成 28 年 7月 1日付で普通株式につき 10 株を 1株とする株式併合を実施しており、前年同期実績については株式

併合後の株式数を基に算出しております。 

 

（２）業績予想修正の理由 

売上高は前回予想並みとなる見込みです。 

営業利益は、石油化学セグメントにおいて、堅調な東アジア需給を背景に製品市況が好調に推移し前

回予想比増益を見込みます。エレクトロニクスセグメントにおいては、ハードディスクの出荷が堅調で

前回予想比増益を見込みます。化学品、無機の両セグメントも前回予想を上回る見込みです。 

経常利益は、営業利益は増益となるものの、持分法適用会社 ICA に関して持分法投資損失約 100 億

円を計上するため前回予想を下回る見込みです。 

親会社株主に帰属する四半期純利益については、ICA に関する特別損失約 67 億円を計上するため、

前回予想を下回る見込みです。 
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２．持分法適用会社に関する損失の計上（営業外費用、特別損失） 
当社が 20%を出資する ICA がインドネシア西カリマンタン州タヤン地区にて運営を行っているアルミ

ナ工場の今後の運営について、親会社であるアンタム社との間で協議を行ってきましたが、株主間での

主張の相違が大きく、ICA の再建に関する諸条件について合意に至ることは困難と判断しました。 

これに伴い、本日開催の取締役会において、当社は、ICA に関し持分法投資損失(営業外費用)を計上

するとともに、同社に対する平成 29 年 6 月末時点での保証債務金額、貸付金他について、全額を第２

四半期決算において特別損失として計上すること、および、当社が保有する ICA 全株式の売却を行う方

向で、第三者への売却も含めアンタム社と交渉を進めることを決定しました。 

 

   (1)営業外費用  持分法投資損失  約 100 億円 

   (2)特別損失            約  67 億円 

      計              約 167 億円 

 

（インドネシア・ケミカル・アルミナ社概要） 

(1) 名   称 
インドネシア・ケミカル・アルミナ社 

（P.T. INDONESIA CHEMICAL ALUMINA） 

(2) 
所 在 地 

本社：インドネシア ジャカルタ 

工場：インドネシア 西カリマンタン州タヤン地区 

(3) 代表者の役職・氏名 President,  Anas Safriatna 

(4) 資 本 金 188,500 千ドル 

(5) 株主・出資比率 アンタム社 80％、昭和電工株式会社 20％ 

(6) 設   立 2007 年 2 月 

(7) 生 産 品 目 アルミナ及び水酸化アルミニウム 

 

 

３．平成 29 年 12 月期通期連結業績予想の修正 

(１)平成 29 年 12 月期通期連結業績予想 

(平成 29 年 1月 1日～平成 29 年 12 月 31 日)   

  

売上高 

 

営業利益 

 

経常利益 

親会社株主に

帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(A) 

(平成 29 年 4 月 25 日発表) 

百万円 

745,000 

   百万円 

54,500 

   百万円 

47,500 

百万円 

  25,000 

     円  銭 

175.42 

今回修正予想(B) 762,000 60,000 43,500 21,000 147.34 

増減額(B)－(A)      17,000 5,500 △4,000 △4,000  

増減率(%)        2.3%         10.1% △8.4% △16.0%  

（ご参考）前期実績 

(平成 28 年 12 月期) 
671,159 42,053     38,690   12,305 86.27 

 

  

（２）業績予想修正の理由 

    売上高は、主に、石油化学セグメントにおいて製品市況が上期において前回予想を上回り、またエ

レクトロニクスセグメントでハードディスクの出荷が堅調で、総じて前回予想比増収を見込みます。 

営業利益は、石油化学セグメントではアジア市場の堅調な需給を受け特に上期に製品のスプレッド

が前回予想を上回り、エレクトロニクスセグメントではハードディスクの出荷が増加し、それぞれ前

回予想を上回る見込みです。また、無機セグメントは電極需給が改善し増益となる見込みです。 

 

経常利益は営業利益の増益はありますが、持分法適用会社 ICA に関して持分法投資損失の計上を第

２四半期に行うため、前回予想を下回る見込みです。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の減益に加え、ICA に関する特別損失を第２四半期

に計上するため前回予想を下回る見込みです。 

今回予想の下期の前提として、為替レートは 105 円/ドル、国産ナフサ価格は 38,000 円/kl を想定
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しております。  

尚、配当につきましては１株当たり 30 円の予想に変更はありません。 

      以上 
 
 
 

(ご参考）平成 29 年 12 月期通期業績予想 セグメント別売上高、営業利益（連結） 

売上高                              （単位：億円） 

 平成 29 年通期業績予想（連結）  

 
セグメント 

前回予想 
（H29.1～H29.12）
H29.4.25 発表 

今回予想 
(H29.1～H29.12） 
H29.7.24 発表 

 
増 減 

 

前期実績 
(H28.1～
H28.12） 

石油化学 2,350 2,400 50 1,858 

化学品 1,450 1,480 30 1,345 

エレクトロニクス 1,230 1,300 70 1,033 

無機 570 560 △10 509 

アルミニウム 1,060 1,050 △10 986 

その他 1,340 1,310 △30 1,424 

調整額 △550 △480 70 △443 

計 7,450 7,620 170 6,712 

 
   営業利益 

石油化学 235   250   15 207 

化学品 150 150 0 138 

エレクトロニクス 185 220 35 139 

無機 △10 0 10 △58 

アルミニウム 60 60 0 44 

その他 5 0 △5 18 

調整額 △80 △80 0 △68 

計 545 600 55 421 

平成 29 年よりリチウムイオン電池材料事業を「その他セグメント」から「エレクトロニクスセグメント」に移管いたしましたが、

前期実績は旧セグメントベースで記載しております。 

 

注．上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要

因に係る本資料発表日における仮定を前提として作成したものであり、実際の業績につきましては、さまざ

まな要素により、予想数値と大きく異なる場合があります。業績に影響を与える要素には、経済情勢、ナフ

サ等原材料価格、製品の需要動向および市況、為替レートなどが含まれますが、これらに限定されるもので

はありません。 

上記の見通しには、平成 28 年 10 月に発表した SGL GE 社との事業統合の影響は、統合の期日が発表日現

在未定のため含めておりません。 


